
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　加熱室内に収容された被調理物の温度を赤外線を利用して測定する赤外線センサ素子を
有すると共に、自身の温度を測定するセンサ温度測定手段を有する赤外線温度センサと、
　前記赤外線センサ素子による測定データと前記センサ温度測定手段による測定データと
に基づいて前記被調理物の温度を判定する被調理物温度判定手段と、
　
　
　前記センサ温度測定手段による測定データを、前記被調理物の温度を判定する用途以外
の用途に用いる制御手段とを具備し
　

ことを特徴とする加熱調理器。
【請求項２】
　制御手段は、センサ温度測定手段による測定データを、赤外線温度センサを保護する用
途に用いることを特徴とする請求項１記載の加熱調理器。
【請求項３】
　赤外線温度センサは機械室内に配設され、前記機械室内を冷却する冷却ファンを備え、
　制御手段は、センサ温度測定手段による測定データに基づき前記冷却ファンの運転を制
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前記被調理物を加熱する加熱手段と、
前記加熱室内の温度を測定する庫内温度センサと、

、
前記制御手段は、前記庫内温度センサによる測定データに基づき前記加熱手段を制御す

ると共に、前記センサ温度測定手段による測定データと前記庫内温度センサによる測定デ
ータとに基づいて前記赤外線温度センサ及び前記庫内温度センサのうちの少なくとも一方
のセンサが異常であるか否かを判定する機能を備えている



御することを特徴とする請求項１または２記載の加熱調理器。
【請求項４】
　

ことを特徴とする請求項１または
２記載の加熱調理器。
【請求項５】
　

ことを特徴とする請求項１または２記載の加熱調理器。
【請求項６】
　制御手段は、

記載の加熱調理器。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、加熱室内に収容された被調理物の温度を測定するために赤外線温度センサを用
いた加熱調理器に関する。
【０００２】
【発明が解決しようとする課題】
従来より、加熱調理器例えば電子レンジにおいては、加熱室内に収容された被調理物の温
度を測定する温度測定器として赤外線温度センサを用い、この赤外線温度センサを加熱室
の側壁や天井壁に設け、この赤外線温度センサの測定データに基づいて被調理物の温度を
求め、これに基づき加熱調理を制御する構成としたものがある。
【０００３】
ところで、赤外線温度センサを用いる場合、当該赤外線温度センサは電子部品であるため
にその使用温度範囲が定められており、従来では、その使用温度範囲に納まるようにする
ために、赤外線温度センサに対する冷却構造を十分な余裕をもって設計するようにしてい
る。しかしながら、このように赤外線温度センサに対する冷却構造を十分な余裕をもって
設計した場合には、コストが高くなってしまう。
【０００４】
本発明は上記した事情に鑑みてなされたものであり、その目的は、殊更コストを高くする
ことなく、赤外線温度センサを良好に使用することが可能な加熱調理器を提供するにある
。
【０００５】
【課題を解決するための手段】
　請求項１の発明は、加熱室内に収容された被調理物の温度を赤外線を利用して測定する
赤外線センサ素子を有すると共に、自身の温度を測定するセンサ温度測定手段を有する赤
外線温度センサと、前記赤外線センサ素子による測定データと前記センサ温度測定手段に
よる測定データとに基づいて前記被調理物の温度を判定する被調理物温度判定手段と、
　

前記センサ温度測定手段による測定データを、前記被調理物の温度を判定する用途以外
の用途に用いる制御手段とを具備し

ことを特徴としている。
【０００６】
　上記赤外線温度センサは、被調理物の温度を赤外線を利用して測定する赤外線センサ素
子を有すると共に、自身の温度を測定するセンサ温度測定手段を有している。そして、そ
のセンサ温度測定手段による測定データを、被調理物の温度を判定する用途以外の用途、
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制御手段は、センサ温度測定手段による測定データが、予め設定された異常判定温度に
達した場合、赤外線温度センサが異常であると判定する

制御手段は、センサ温度測定手段による測定データの時間変化を検出し、その測定デー
タが短時間に急激に変化したことを検出した場合は、赤外線温度センサが異常であると判
定する

異常であると判定した場合、調理を中止すると共に、異常であることを報
知することを特徴とする請求項１、４、５のいずれかに

前記被調理物を加熱する加熱手段と、前記加熱室内の温度を測定する庫内温度センサと
、

、前記制御手段は、前記庫内温度センサによる測定デ
ータに基づき前記加熱手段を制御すると共に、前記センサ温度測定手段による測定データ
と前記庫内温度センサによる測定データとに基づいて前記赤外線温度センサ及び前記庫内
温度センサのうちの少なくとも一方のセンサが異常であるか否かを判定する機能を備えて
いる



例えば請求項２の発明のように、赤外線温度センサを保護する用途に用いるようにするこ
とにより、殊更コストを高くすることなく、赤外線温度センサを良好に使用することがで
きるようになる。
　

【０００７】
請求項３の発明は、赤外線温度センサは機械室内に配設され、前記機械室内を冷却する冷
却ファンを備え、制御手段は、センサ温度測定手段による測定データに基づき前記冷却フ
ァンの運転を制御することを特徴としている。
例えばセンサ温度測定手段による測定データが予め設定された設定温度に達した場合に、
冷却ファンの運転を開始させることで、赤外線温度センサを冷却することが可能となる。
【００１１】
　請求項 の発明は、制御手段は、センサ温度測定手段による測定データが、予め設定さ
れた異常判定温度に達した場合、赤外線温度センサが異常であると判定することを特徴と
している。
　これによれば、センサ温度測定手段による測定データに基づき、赤外線温度センサが異
常であるか否かを判定することができる。
【００１２】
　請求項 の発明は、制御手段は、センサ温度測定手段による測定データの時間変化を検
出し、その測定データが短時間に急激に変化したことを検出した場合は、赤外線温度セン
サが異常であると判定することを特徴としている。
　これによれば、センサ温度測定手段による測定データの時間変化に基づき、赤外線温度
センサが異常であるか否かを判定することができる。
【００１３】
　請求項 の発明は、制御手段は、異常であると判定した場合、調理を中止すると共に、
異常であることを報知することを特徴としている。
　これによれば、異常が発生した場合に、調理を中止することで、安全性を向上でき、ま
た、異常であることを報知することで、異常が発生したことを使用者に知らせることがで
きる。
【００１４】
【発明の実施の形態】
以下、本発明を、オーブン機能付きの電子レンジに適用した一実施例につき図面を参照し
て説明する。
まず、図２及び図３において、加熱調理器としての電子レンジの本体１は、横方向に長い
矩形箱状をなす外箱２の内部に、前面が開口した矩形箱状をなす内箱３を配設して構成さ
れており、その内箱３の内部を加熱室４とし、また、内箱３の右側方の空間部を機械室５
としている。本体１の前面には、加熱室４の前面開口部を開閉する扉６が上下方向に回動
可能に設けられていると共に、機械室５の前部に位置させてに操作パネル７が設けられて
いる。操作パネル７には、複数個のキー８や表示部９が設けられている。
【００１５】
上記加熱室４内の底部には、回転台駆動モータ１０により回転される回転台１１が配設さ
れ、この回転台１１上に回転皿１２が着脱可能に載置されるようになっている。上記内箱
３の左右の側壁には、オーブン調理用の角皿（図示せず）を載置するための皿受け部３ａ
（図２参照）が設けられている。内箱３の機械室５側の側壁には、加熱室４内にマイクロ
波を供給して加熱室４内に収容された被調理物を加熱するための加熱手段を構成するマグ
ネトロン１３が配設されている。内箱３の天井部には、これも加熱手段を構成する、オー
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また、加熱手段例えばヒータによる加熱調理の場合、加熱室内の温度が上がれば、その
影響で赤外線温度センサの温度も上がるようになるため、センサ温度測定手段による測定
データと、庫内温度センサによる測定データとは相関関係がある。そこで、これらセンサ
温度測定手段による測定データと、庫内温度センサによる測定データとを比較し、一方が
他方に対してかけ離れた値であれば、少なくとも一方のセンサが異常であると判定するこ
とができるようになる。

４

５

６



ブン調理用のヒータ１４が配設されている。また、内箱３の天井部には、加熱室４内の温
度を測定するための庫内温度センサ１５が配設されている。この庫内温度センサ１５は、
例えばサーミスタにより構成されている。
【００１６】
そして、内箱３の機械室５側の側壁の上部には、赤外線温度センサ１６が配設されている
。この赤外線温度センサ１６は、例えば図４に示すように、ケース１７内に、配線基板１
８と、この配線基板１８上に設けられたサーモパイルからなる８個の赤外線センサ素子１
９と、同じく配線基板１８上に設けられ、当該赤外線温度センサ１６自身の温度を測定す
るためのセンサ温度測定手段としてのセンサ温度測定素子２０とを備えると共に、ケース
１７の前面部に結像用のレンズ２１を設けて構成されている。
【００１７】
この場合、赤外線温度センサ１６は、８個の赤外線センサ素子１９を一列の直線上に配列
してラインセンサとして構成されていて、これら８個の赤外線センサ素子１９が、図５に
示すように、回転皿１２の中心を含んだ半径分の範囲の温度を８箇所の領域１９ａに分け
て測定できるように構成されている。従って、回転台１１を回転させることにより、回転
皿１２上であれば、被調理物Ａがどこに載置されていてもその温度を測定することができ
るようになっている。
【００１８】
上記機械室５には、図３に示すように冷却ファン２２が配設されていて、この冷却ファン
２２が運転されると、機械室５内に配設された上記マグネトロン１３や赤外線温度センサ
１６などが冷却されるようになっている。また、上記操作パネル７の裏側には、マイクロ
コンピュータを含んだ制御部２３が設けられている。この制御部２３は、本発明における
被調理物温度判定手段及び制御手段を構成する。この制御部２３には、操作パネル７に設
けられたキー８、庫内温度センサ１５、及び赤外線温度センサ１６の各信号が入力される
ようになっている。この場合、赤外線温度センサ１６からは、８個の赤外線センサ素子１
９の各信号と、１個のセンサ温度測定素子２０の信号とが、１本の信号線で制御部２３に
順次送信されるようになっている。
【００１９】
そして、上記制御部２３は、キー８、庫内温度センサ１５、及び赤外線温度センサ１６の
各信号と、予め備えたプログラムに基づき、表示部９、回転台駆動モータ１０、マグネト
ロン１３、ヒータ１４、及び冷却ファン２２を制御する機能を有している。
【００２０】
さて、上記構成において、レンジ調理を行う場合には、回転皿１２上に被調理物を載置し
、扉６を閉じた状態で、キー８によりレンジ調理を行う操作をする。すると、制御部２３
は、回転台駆動モータ１０を回転させると共に、マグネトロン１３を発振動作させる。こ
れに伴い、回転皿１２上に載置された被調理物が回転されながら、マイクロ波により加熱
調理される。このとき、赤外線温度センサ１６により回転皿１２上に載置された被調理物
の温度が測定され、その測定データに基づき制御部２３が被調理物の温度を判定し、これ
に基づいて制御部２３はマグネトロン１３を制御する。
【００２１】
ここで、赤外線温度センサ１６による被調理物の温度測定について説明する。赤外線温度
センサ１６は、前述したように、サーモパイルからなる８個の赤外線センサ素子１９と、
１個のセンサ温度測定素子２０とを備えていて、８個の赤外線センサ素子１９は、回転皿
１２上に載置された複数箇所の温度を測定し、１個のセンサ温度測定素子２０は赤外線温
度センサ１６自身の温度を測定し、これら８個の赤外線センサ素子１９の各信号（測定デ
ータ）と、１個のセンサ温度測定素子２０の信号（測定データ）とが制御部２３に出力さ
れる。制御部２３では、各赤外線センサ素子１９による測定データと、センサ温度測定素
子２０による測定データとに基づいて、被調理物の温度を判定する。このように、サーモ
パイルからなる赤外線センサ素子１９を使用した赤外線温度センサ１６は、測定物の温度
を測定する場合には、赤外線温度センサ１６自身の温度の測定データも必要となるため、
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赤外線温度センサ１６自身の温度を測定するためのセンサ温度測定素子２０を備えている
。
【００２２】
一方、オ－ブン調理を行う場合には、図示しない角皿上に被調理物を載置し、その角皿を
、皿受け部３ａを利用して加熱室４内に配置し、扉６を閉じた状態で、キー８によりオー
ブン理を行う操作をする。すると、制御部２３は、ヒータ１４を通電して発熱させ、この
ヒータ１４により被調理物を加熱調理する。このときは、加熱室４内の温度を庫内温度セ
ンサ１５により測定し、その測定データに基づき制御部２３が加熱室４内の温度を判定し
、これに基づいて制御部２３はヒータ１４を制御する。
【００２３】
このようなオーブン調理の場合、加熱室４内が高温（例えば２５０℃）になると共に、内
箱３の機械室５側の側壁に設けられた赤外線温度センサ１６の温度も上昇するようになる
。電子部品である赤外線温度センサ１６には使用温度範囲が定められており、その温度を
越えると故障を招くおそれがある。
【００２４】
図６には、オーブン調理の際の庫内温度（加熱室４内の温度）と、上記赤外線温度センサ
１６の温度の変化を示している。この図６において、制御部２３は、初めは庫内温度が２
５０℃になるように温度コントロールを行う。この場合、ヒータ１４の加熱に伴い、内箱
３の機械室５側の側壁に設けられた赤外線温度センサ１６の温度も上昇するようになり、
そのままの制御を行っていくと、赤外線温度センサ１６の保証上限温度である９０℃を越
えてしまうおそれがある。そこで、本実施例においては、制御部２３は、オーブン調理の
際には、所定の周期で、図１のセンサの保護及び異常判定のルーチンを実行する。
【００２５】
このルーチンでは、まず、ステップＳ１において、赤外線温度センサ１６のセンサ温度測
定素子２０によるセンサ自身の温度の測定データ（センサ温度）が、予め設定された異常
判定温度である８５℃より大きいか否かを判定する。センサ温度測定素子２０によるセン
サ温度が８５℃以下であれば、「ＮＯ」に従ってステップＳ２へ移行する。ステップＳ２
では、センサ温度測定素子２０によるセンサ温度の時間変化を検出し、５秒間で３０℃以
上変化したか否かを判定する。センサ温度の５秒間の変化が、３０℃より小さい場合には
、「ＮＯ」に従ってステップＳ３へ移行する。
【００２６】
ステップＳ３では、センサ温度測定素子２０によるセンサ温度が、（庫内温度センサ１５
による庫内温度×０．３＋２０）℃より大きいか否かを判定し、小さい場合には、「ＮＯ
」に従ってステップＳ４へ移行する。また、ステップＳ４では、センサ温度測定素子２０
によるセンサ温度が、（庫内温度センサ１５による庫内温度×０．２５－２０）℃より小
さいか否かを判定し、小さい場合には、　「ＮＯ」に従ってステップＳ５へ移行する。
【００２７】
この場合、センサ温度測定素子２０及び庫内温度センサ１５が共に正常である場合には、
図７に示すように、これらセンサ温度測定素子２０及び庫内温度センサ１５の測定データ
には相関関係がある。図７の斜線で示した範囲内にあれば、センサ温度測定素子２０及び
庫内温度センサ１５は共に正常であると判定でき、範囲外であれば、どちらかのセンサが
異常であると判定できる。
【００２８】
ステップＳ５においては、センサ温度測定素子２０によるセンサ温度が、予め設定された
設定温度である７０℃より大きいか否かを判定する。センサ温度測定素子２０によるセン
サ温度が７０℃以下であれば、「ＮＯ」に従ってステップＳ１へ移行するが、７０℃より
大きいと判定された場合には、「ＹＥＳ」に従ってステップＳ６へ移行し、ここで冷却フ
ァン２２を動作させると共に、庫内温度のコントロール温度を２５０℃から例えば２００
℃とするように、コントロール温度を変更させる指令を出す。
【００２９】
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冷却ファン２２を動作させることで、赤外線温度センサ１６が冷却され、また、庫内温度
のコントロール温度を２５０℃から２００℃に変更することで、赤外線温度センサ１６の
温度上昇が抑えられ、この結果、図６に示すように、赤外線温度センサ１６の温度は下が
り、保証温度を越えることが防止されるようになる。
【００３０】
ステップＳ１において、センサ温度測定素子２０によるセンサ温度が、異常判定温度であ
る８５℃を越えた場合（「ＹＥＳ」）、ステップＳ２において、センサ温度測定素子２０
によるセンサ温度が５秒間で３０℃以上変化した場合（「ＹＥＳ」）、ステップＳ３にお
いて、センサ温度測定素子２０によるセンサ温度が、（庫内温度センサ１５による庫内温
度×０．３＋２０）℃より大きいと判定された場合（「ＹＥＳ」）、或いは、ステップＳ
４において、センサ温度測定素子２０によるセンサ温度が、（庫内温度センサ１５による
庫内温度×０．２５－２０）℃より小さいと判定された場合（「ＹＥＳ」）は、ステップ
Ｓ７へ移行して加熱の中止を指令し、ステップＳ８でセンサが異常であることを表示部９
に表示させる。
【００３１】
上記した実施例においては、次のような効果を得ることができる。
まず、赤外線温度センサ１６を備えたものにおいて、赤外線温度センサ１６自身の温度を
測定するセンサ温度測定素子１９による測定データ（センサ温度）を、被調理物の温度を
判定する用途以外の用途、この場合、冷却ファン２２を動作させたり、庫内温度のコント
ロール温度を変更させたりすることにより、赤外線温度センサ１６を保護するようにして
いる。従って、センサ温度測定素子１９による測定データ（センサ温度）を利用して赤外
線温度センサ１６を保護するようにしているので、赤外線温度センサの使用温度範囲に納
まるようにするために、赤外線温度センサに対する冷却構造を十分な余裕をもって設計す
る場合とは違い、殊更コストを高くすることなく、赤外線温度センサ１６を使用温度範囲
で良好に使用することができるようになる。
【００３２】
また、ヒータ１４を用いたオーブン調理において、センサ温度測定素子２０による測定デ
ータ（センサ温度）と、加熱室４内の温度を測定する庫内温度センサ１５による測定デー
タ（庫内温度）とを比較することに基づいて、赤外線温度センサ１６及び庫内温度センサ
１５のうちの少なくとも一方のセンサが異常であるか否かを判定することができる。
【００３３】
さらに、センサ温度測定素子２９による測定データ（センサ温度）が、予め設定された異
常判定温度（８５℃）に達したか否かを判定することにより、赤外線温度センサ２６が異
常であるか否かを判定できる。
【００３４】
被調理物の加熱中には、加熱室４の側壁も上昇するために赤外線温度センサ２６の温度も
上昇し、調理終了後は、庫内が冷却されることに伴い、赤外線温度センサ２６の温度も徐
々に下降するようになる。もし、赤外線温度センサ２６が故障し、自身の温度を検出でき
なくなった場合は、故障前のデータとは異なる値となる可能性が高い。そこで、センサ温
度測定素子２０による測定データ（センサ温度）の時間変化をチェックしていれば、故障
した時点で、測定データが急激に変化したようにみえるので、その測定データの時間変化
に基づき、赤外線温度センサ１６が異常であるか否かを判定することができる。
【００３５】
そして、赤外線温度センサ１６または庫内温度センサ１５が異常であると判定された場合
に、調理を中止することで、安全性を向上でき、また、異常であることを報知することで
、異常が発生したことを使用者に知らせることができる。
【００３６】
【発明の効果】
　以上の説明から明らかなように、本発明によれば、被調理物の温度を赤外線を利用して
測定する赤外線センサ素子を有すると共に、自身の温度を測定するセンサ温度測定手段を
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有する赤外線温度センサを備えたものにおいて、そのセンサ温度測定手段による測定デー
タを、被調理物の温度を判定する用途以外の用途、例えば赤外線温度センサを保護する用
途に用いるようにすることにより、殊更コストを高くすることなく、赤外線温度センサを
良好に使用することができるようになる。

【００３７】
また、センサ温度測定手段による測定データに基づき、赤外線温度センサの異常も判定で
きるようになる。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明の一実施例を示すもので、制御部の制御内容を示すフローチャート
【図２】扉を開放した状態での外観斜視図
【図３】電気的制御関係を示す図
【図４】赤外線温度センサの原理的な構成図
【図５】赤外線温度センサの温度測定範囲を示す図
【図６】ヒータ加熱調理時の庫内温度と赤外線温度センサの温度の変化を示す図
【図７】庫内温度センサと赤外線温度センサの異常判定を行うための図
【符号の説明】
図面中、１は本体、４は加熱室、６は扉、１３はマグネトロン（加熱手段）、１４はヒー
タ（加熱手段）、１５は庫内温度センサ、１６は赤外線温度センサ、１９は赤外線センサ
素子、２０はセンサ温度測定素子（センサ温度測定手段）、２２は冷却ファン、２３は制
御部（被調理物温度判定手段、制御手段）を示す。
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また、赤外線センサのセンサ温度測定手段によ
る測定データと、庫内温度測定用の庫内温度センサによる測定データとを比較することに
基づいて、赤外線センサ及び庫内温度センサのうちの少なくとも一方のセンサが異常であ
るか否かを判定することができる。



【 図 ３ 】 【 図 ４ 】

【 図 ５ 】

【 図 ６ 】 【 図 ７ 】
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